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指導教論の配置と職務
Placement and Duties of Leading Teacher
押 田 貴 久*
OSHIDA Takahisa 
本論文の目的は, 学校を基盤とした人材育成における指導教諭の役割を明らかにするため, 全国の指導教諭の配置状況
を確認した上で, 指導教論法制化以前からスー パー テイー チヤー 制度を先導的に取組, 教職員の資質向上に取り組んでき
た宮崎県の事例をもとに検討することである。
新たな職として 「指導教諭」 法制化から10年が経過しよう としている。 しかしながら, 財政状況が厳しい中, 指導教諭
を配置する都道府県市は24 と半数にも満たず, 配置数や校種などの配置方針も各都道府県市で異なっている。
宮崎県では, 法制化以前からスーパー テイー チヤー 制度として試行し, 現在は指導教諭とその役割を拡げたスー パー テイー 
チヤー の2 階建ての仕組みとなっている。 学校への配置数や専門教科, 地域等に偏りもあるが年々配置数も増えている。 
指導教論 (スーパー テイー チヤー を含む) は日常的に校内外の教員への指導助言活動が可能であり, 特に, 「授業公開」
「校内での研修会」 「校内サークル・ 自主研修」 「学校外の取組(講師, 模擬授業, 研究授業)」 などを通じ, 学校を基盤と
した人材育成に貢献をしている。 
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1 . はじめに
2015 (平成27) 年の中教審答申 「これからの学校教育
を担う教員の資質能力の向上について~ 学び合い, 高め




べ, 世界的な課題でもある中, 教員の養成 ・ 採用 ・ 研修
の一体的改革を求めている。 特に教員研修に関する具体









こう した学校を基盤とした研修を進めていく ためには, 
核となるリーダーが必要であり, 「指導教論」 にその役
割が期待されるのではないだろう か。 指導教論は2007 
(平成19) 年の学校教育法改正により新たに設けられた





て, 伊藤 (2010) では, 指導教諭法制化以前に導入され
た宮崎県における 「スーパーテイーチヤ一制度」 を教師
たちがどのよう に受けとめたのかを質問紙調査から検討
し, 試行 1 年目の段階では, 「同僚間の学び合いを促す
エージェ ント」 というよりは, 「優れた指導技術を持つ
教論のモデル」 と捉えられていたことを明らかにしてい
る (' )。 但し, その後の状況はフォローされていない。
川口 (2010) は, 「新たな職」 が法制化される中での
配置実態とそれをめぐる教育委員会の動向や対応を分析







また中島 ・ 川上(2014) では, 佐賀県の学校組織にお
ける 「新たな職」 の導入過程と運用上の課題を論じる中
で, 指導教論は 「学校内における指導主事 (教育委員会
にあって, 教育に関する専門的事項について, 当該教育
委員会が所管する学校の校長や教員に対して指導助言を
行う) のよう な役割が期待されている」 と述べている。 
そして, 従来の主任層が担っていた役割を主幹教論が校












論 ・ 指導教論が持っている組織への責任感は強く, 管理
職に向けた人材育成の側面においても成果がみられてい
る」 と佐賀県での状況を示している(3)。
小野 (2015) では, 校内における研究推進の中心を担
う組織である研究推進係会に対して, 指導教論が助言や
具体的な支援, 相談活動を行うことで, 係会の活性化を
促し, そのことにより, 校内研究がより充実していく こ














(平成20) 年度には8 県市で428人であったが, 2016 (平
成28) 年 4 月 1 日現在, 全国67都道府県・ 政令市のうち
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 図 1 : 指導教諭配置の推移







あるが, 四国では愛媛県以外の3 県, 九州では鹿児島県
と沖縄県を除く6 県, 政令市で配置する京都, 大阪, 岡
山 , 広島, 福岡の各府県にも配置されている。 他には石
川県と三重県に配置されている。
また, 指導教諭を配置する校種に関しては小 ・ 中・ 高・ 
特別支援の各学校に配置しているのが12都府県市 (岩手
県, 束京都, 京都府, 大阪府, 岡山県, 広島県, 徳島県, 
福岡県, 佐賀県, 宮崎県, 京都市, 堺市) , 義務制学校
のみが5県市 (石川県, 三重県, 香川県, 高知県, 岡山
市) , 県立学校のみが 1 県 (熊本県) , 高校以外が 3 市
(広島市, 北九州市, 福岡市) , 特別支援学校以外が3 県
市 (長崎県, 大分県, 大阪市) と同様に都道府県市によ
る配置方針の相違が考えられる (表 1 )。
このように指導教諭の配置は各都道府県 ・ 政令市によっ
て違いがある。 なお, 新たな職と しての指導教諭ではな
く, 秋田県の 「教育専門監」 や埼玉県の 「はつらつ先生」
など教育委員会独自の取組もある。
なお, 文部科学省が実施した調査によると, 指導教諭
の配置の主な成果として, 調査対象の都道府県の約 8 割, 
市区町村, 学校の約 9 割が 「教職員の指導力の向上」, 
「指導体制, 研究体制の充実」, 「OJT, 校内研修の活性




摘が多い (6)。 指導教論の配置の実際について, 宮崎県
を事例に検討していきたい。 
3 . 宮崎県における指導教諭・ スー パー テイー チヤー
制度と職務内容
宮崎県は指導教諭制度が導入される以前の2006 (平成
18) 年度からスーパー テイー チヤー 制度を試行的に導入
し, 2009 (平成21) 年度から指導教諭14名 (小学校 5名, 
中学校 4 名, 高等学校3 名, 特別支援学校2 名) を置い
ている。2016 (平成28) 年度は小学校28名, 中学校15名, 
高等学校14名, 特別支援学校3 名の合計60名が 「指導教
諭」 であり(7), そのう ち17名 (小学校10名, 中学校 4 
名, 高等学校2 名, 特別支援学校 1 名) が「スーパーテイー 
チヤー」 に委嘱されている(8)。
小学校の場合, 各教科・ 領域のみならず, 学級経営, 
特別支援教育等に優れた指導実績のあるものも任用され
ている。 中学校では, 特に英語が6名と多く, 国語, 社
会, 数学, 理科が各 2 名, 音楽が 1 名となっている。 高
等学校では, 国語と数学が各4 名と多く, 化学, 生物, 
英語, 保健体育, 商業, 工業 (制御) が各 1 名となって
い る (9)。
配置されている地域(市町村) は, 小学校 ・ 中学校の
場合, 中部教育事務所管内が23名 (宮崎市15名, 国富町
表 1 : 指導教諭の校種別配置状況
指導教諭の配置と職務
出典 : 文部科学省 『平成28年度公立学校教職員の人事行政状況調査について』 より筆者作成
3名, 日南市 5 名) , 南部教育事務所管内が 8 名 (都城
市 5 名, 小林市 3 名, えびの市1 名) , 北部事務所管内
が11名 ( 日向市 5 名, 延岡市 4 名, 高千穂町2 名) であ
る ('°)。 全市町村に配置されている訳ではなく, また専
門教科等にもばらつきがある。 高等学校及び特別支援学














指導 ・ 助言や相談・ 支援, ②地域等における指導 ・ 助言
や相談 ・ 支援, ③授業の公開が示されている。 まず, ①
所属校における指導 ・ 助言や相談 ・ 支援に関しては, 
「校長の命により、 校内研修の推進役と しての業務や教
押 田 貴 久
科等研究に係る指導助言を行う とともに、 学校の実態に
応じて、若手教員等への授業づく りに係る相談・ 支援を
行う」 こと, さらには 「OJTの担当者と して、 所属職員
の相談・ 支援を積極的に行う」 ことが期待されている。 
また, ②地域等における指導 ・ 助言や相談・ 支援に関し
ては, 「教育事務所や市町村教育委員会主催等の授業研
究会等を通した指導 ・ 助言や近隣の学校研修等の講師を
通した授業づく り等に係る相談・ 支援を行う」 こととし, 
「県教育委員会や県教育研修センター主催の研修におけ
る講師等の業務については、 校長と相談の上、 職務内容
を決定していく」 としている。 受業の公開に関しては, 




一方 , 「スーパーテイーチヤー」 に関しては, 指導教
諭の職務内容に加えて, ①県内教員を対象にした指導力
向上に係る指導・ 助言や相談・ 支援, ②所属校における
指導 ・ 助言, 相談・ 支援等となっている('2)。









ている('3)。 表2 は 「指導教論」 と 「スーパーテイーチ
ャー」 との比較である。 
4 . 指導教諭による人材育成
宮崎県では指導教諭 (スーパー テイー チヤー を含む) 
表 2 : 「指導教諭」 と 「スーパーテイーチヤー」 との比較
の活動として, 「授業公開」 「校内での研修会」 「校内サー
クル・ 自主研修」 「学校外の取組(講師, 模擬授業, 研
究授業)」 などが行われている。 以下, 行政資料と筆者
の参与観察をもとに指導教諭による人材育成の実態を検
討する。 
( 1 ) 授業公開
指導教論による 「授業公開」 では, 初任者研修や若手
教員及び教育実習生に対する授業, 授業公開週間を設定
しての授業, 県大会での授業等が行われている。 平成28 
年度は総計140回実施されているとのことである('4)。
また, スーパーテイーチヤーによる 「授業公開 ・ 研修
会」 も開催され, 県内の教職員が参加している。 このスー 
パー テイー チヤ一授業公開は, 県教員研修センターが運
営している。 スーパー テイー チヤー から授業公開の日程
を集約し, ホームページ上で 「スーパーテイーチヤ一通
信」 と して, 募集をかけている。
スーパー テイー チヤ一授業公開では, まず公開授業前
に授業のねらいやポイ ント等の事前説明が行われる。 そ














指導教諭 スーパーテイ チヤー 
任用等 教諭からの昇任 指導教諭の中から委嘱 スーパーテイーチヤーに委嘱された経 
験のある再任用の教員の中から委嘱 






指導の対象 所属校及び地域 所属校及び県内全域 
職務内容 教育指導の改善及び充実のために必要な指導・助言等 
190 
出典 : 宮崎県教育庁教職員課 (2017b) より
フイー ドバツクの機会となっている。 
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( 2 ) 校内での研修会
「校内での研修会」 では, 研究主任や補佐役として校
内研でリーダーシップを発揮している。












る。 特に研究授業を通じて, 自ら方向性を提案したり, 
指導助言したりすることが可能となる。 また, 管理職の
支援の下, 校内での研修コーデイネー タ一 として, 所属
職員の能力や学びを活かすことも出来る。 
( 3 ) 校内サークル・ 自主研修
「校内サークル・ 自主研修」 では, 若手教員に対して
の授業や学級経営に関する指導・ 助言, 相談・ 支援も行
われている。
例えば, K市立M小学校のB指導教論 (当時) は, 
OJT担当者として, 時間外に校内サークルを組織化し, 
指導力向上に努めていた。 また, M市立N小学校のC指




ていた。 さらにN市立K小学校の元スーパー テイーチヤー 






いく ことで若手 ・ 同僚職員の力量形成に寄与している。 



















まれであり, 指導教論にとっても講座の準備, 参観, 運
営を組織的に行うことで, 指導教諭相互の力量形成機会
となっている。 指導教諭は指導の達人であると同時に学
びの達人でもある。 たゆまぬイ ンプッ トがハイレベルの
アウト プッ トへつながっているのである。 
5 . 結語
新たな職として 「指導教諭」 法制化から10年が経過し




宮崎県では, 法制化以前からスーパー テイー チヤー 制
度として試行し, 現在は指導教論とその役割を拡げたスー 
パー テイーチヤー の2 階建ての仕組みとなっている。 学
校への配置数や専門教科, 地域等に偏り もあるが年々配
置数も増えている。 指導教論 (スーパー テイー チヤー を
含む) は日常的に校内外の教員への指導助言活動が可能
だが, 特に, 「授業公開」 「校内での研修会」 「校内サー
クル・ 自主研修」 「学校外の取組(講師, 模擬授業, 研
究授業) 」 などを通じて行われている。 宮崎県教育委員
会が行った 「授業公開等参加者アンケート結果」 による




伊藤 (2010) では, スーパーテイーチヤ一制度は, 






チヤ )ー が増えてきている。 こう した役割の拡がりは, 
2 階建ての仕組みと教育委員会・ 学校からの役割付与に
よる影響が大きいと考えられる。 






















(5) 中央教育審議会 (第104回) 配付資料 3 4 「チー
ムと しての学校の在り方と今後の改善方策について
(答申 (案) ) 参考資料 http://www.mext.go.jp/b_menu/ 
shingi/chukyo/chukyo0/gij iroku/_ icsFiles/afieldfile/2015/
12/28/1365606_3_5.pdf より (最終確認日 : 2018年10
月25日)
(6) 同上
(7) 宮崎県教育会館 (2016) より
(8) 宮崎県教員研修センター(2016) より







(16) 宮崎県教育庁教職員課 (2017a) 
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